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クライアントの要望
に応じた人材を派遣

すべてのインターネット利用者に安心・安全をベースに「楽しい」を提供します。

事業内容

ユーザー（インターネット利用者） 広告主・代理店

ソーシャルWEBサービス（ＳＮＳ、ブログ、ソーシャルゲームなど） ポータルサイト、アフィリエイト
クライアント

インターネット広告な
どの広告審査業務だ
けでなく、広告枠管
理から入稿管理、広
告ライティングなどの
サービスの提供

3 アド・プロセス
監視・CS（カスタマー
サポート）に加え、運用
や分析などソーシャ
ルメディアでの多様
なサービスの提供

ソーシャルサポート1
ソーシャルゲームや
オンラインゲーム運
営企業向けに監視業
務、問い合わせ対応、
ゲームマスター※など
の業務を提供

2 ゲームサポート

イー・ガーディアン株式会社（当社）

※オンラインゲーム上に
おいてユーザーのパト
ロールや誘導を行うサ
ポートスタッフ

「リンクスタイル（株）」は2015年5月1日付で「（株）パワーブレイン」より商号変更いたしました。

その他多数

（メディアレップ）

広告審査
広告入稿管理

対応内容に応じた
料金の支払

対応内容に応じた
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対応内容に応じた
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対応内容に
応じた

料金の支払

デバッグ対応

投稿、各種問い合わせ、
ゲームイベント参加

インターネット広告
掲載申請

人材供給

監視案件目視
サポート対応

WEBアプリ
脆弱性診断

500社を超える
運用実績 ・株式会社アドバンスクリエイト

・ソフトバンクモバイル株式会社

・株式会社ケイ・オプティコム
・株式会社 gumi
・株式会社シーエー・モバイル

・楽天株式会社

・株式会社バンダイナムコエンターテインメント
・株式会社リクルートライフスタイル
・株式会社ネットマーケティング

イーオペ株式会社
トラネル
株式会社

HASHコンサルティング
株式会社

リンクスタイル株式会社

対応内容に
応じた

料金の支払

連結子会社

代表取締役社長

高谷 康久

既存事業が堅調に推移したことに加え、子会社の売上が大きく寄与
し過去最高を更新する業績となりました。

Point 売上・利益共に過去最高を更新

ごあいさつ

業績ハイライト

売上高

3,018百万円
営業利益

328百万円

328

第17期
（14/9）

2,471

第18期
（15/9）

3,018

200

第17期
（14/9）

第18期
（15/9）

前期比	 22.2%	 前期比	 64.2%	

1株当たり当期純利益

39.59円
当期純利益

192百万円
39.59

第18期
（15/9）

27.42

第17期
（14/9）

192

第18期
（15/9）

132

第17期
（14/9）

前期比	 44.6%	

高まるインターネットの安心・安全への
ニーズを背景に、次のステージを見据
えた成長路線を描きます。

第18期は、既存の事業が順調に推移したことに加
え、需要が拡大しているインターネットセキュリティ
関連にも事業を拡大することで、新たな成長へ大き
な一歩を踏み出すことができました。

これは、お客様の抱える様々なニーズに対応できる
ようグループ力強化に取り組んだ成果だと言えます。
そして、今後も新たなニーズに対応し事業拡大を進
めるべく、引き続きグループ力強化に取り組んでま
いります。

企業ブランディングに取り組み、シェアを高め、イ
ンターネット関連業界の中での認知度と存在感をよ
り一層高めることで、企業価値の向上を目指してま
いりますので、株主の皆様におかれましては、今後と
もご支援を賜りますようお願い申し上げます。

※当社は、平成27年10月1日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っております。
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「1株当たり当期純利益」
を算定しております。
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加えて、今年4月に子会社化したHASHコンサルティ

ング（株）が、WEBアプリケーションの脆弱性診断サー

ビスを提供しています。サイバーセキュリティは度重

なる個人情報漏洩により、改めてその重要性が注目さ

れていますが、この分野の第一人者である徳丸浩を擁す

るメリットが、彼を慕う優秀な人材の獲得として結実

しつつあります。サイバーセキュリティ市場は高収益

が期待でき、その市場の拡大とともに当社の体制も整っ

てきているので、次の成長の強力なエンジンになるこ

とは間違いありません。

総合ネットセキュリティのオンリーワン
企業として、次のステージを目指します。
このように、シナジー効果を発揮できる業務を一気

通貫で提供できる総合ネットセキュリティ企業は、当

社しか存在していないと自負しております。この強み

を活かして、さらなる成長を目指します。そのために

も、今期も必要なM&Aは積極的に進め、サービスライ

ンナップの充実を図ってまいります。特に、サイバー

セキュリティ分野では現在は脆弱性診断のみの提供と

なっていますが、今後はサイバーセキュリティシステ

ムの提供などをも構想しています。

また、株式の流動性を高めるために10月1日には株

式の3分割も実施しました。様々な布石を打ちつつよ

り高いステージを目指してまいりますので、株主の皆

様には、より一層のご支援をお願いする次第です。

社にとっては一人の営業担当者で、効率よく1社当たり

の売上を拡大していくことが可能になってきています。

画像監視やサイバーセキュリティなど、各
分野での施策が着実に実を結んでいます。
具体的には、まずカスタマーサポート分野ですが、現

在は当社創業当時の投稿監視から、インタラクティブ

サポートへと重心が移行してきています。カスタマー

サポート業界は、これまでの電話でのコールセンター

業務から、ラインなどでのチャットを活用した24時間

365日可能な顧客対応へと重心が移りつつあるのです

が、この分野を取り込むことで着実に売上が増加して

います。

また従来型の投稿監視は、当社では人による監視か

ら、テキストベースの監視システムであるE-Tridentや

画像認識システムのROKA SOLUTIONなどを自社開

発し、システム商材の強化に努めております。

ゲームサポートについては、ソーシャルゲーム市場

が拡大を続けています。当社はこれを取り込むととも

に、その拡大に伴って必然化するネット広告審査の拡

大を当社のアド・プロセスが着実に吸収しています。

さらに、ゲームなどの制作にはデバッグ業務が不可

欠です。そこで前期の開始直後の2014年10月に子会

社トラネル（株）を設立して参入したのですが、これが予

想以上の伸びを示し、池袋に開設したセンターに加え、

今年の9月に熊本にデバッグとカスタマーサポートを

統合した新センターを開設しました。

総合ネットセキュリティ企業として、一気
通貫のサービス提供が可能になりました。
当社が現在進めている施策は、すべて「総合ネットセ

キュリティ企業」へと成長していくためのものです。総

合ネットセキュリティ企業とは、投稿監視、カスタマー

サポート、デバッグ、サイバーセキュリティなどの業務

を一気通貫で担える企業ということです。

例えば投稿監視などのソーシャルサポートを当社へ

依頼しているソーシャルゲームなどの顧客企業は多く

ありますが、ソーシャルゲームを提供する企業にはデ

バッグのニーズが発生し、それを他の企業に依頼して

います。そしてネットセキュリティは別の企業に依頼

するというように、顧客企業はそれぞれの業務を別々

の企業にバラバラに発注しているのが現状です。

当社はこれらを一気通貫で担い、ワンストップで顧客

の複数のニーズを満たしていけるように、必要に応じ子

会社を新設し、M&Aを行ってきています。これらのシナ

ジー効果によって、顧客企業にとっては発注や業務進行

がスムーズになるというメリットが生じるとともに、当

トップメッセージ特集

初の売上30億円台、利益3億円台達成な
ど、大幅な増収増益を実現しました。
おかげさまで、2015年9月期は上方修正した予想

を上回る結果を残すことができました。売上は30億

1,800万円で初めて30億円の大台にのりましたし、対

前期比でも2割以上の増収です。

経常利益は3億5,000万円を超過、営業利益も約3億

2,000万円となり、ともに過去最高を記録するとともに、

初めての3億円超えを達成することができました。

高谷 康久
代表取締役社長

顧客企業の複数ニーズを満たす

として、着実な成長を実現します。

総合ネットセキュリティ企業
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発行可能株式総数 5,400,000 株
発行済株式の総数［うち自己株式 45,247 株］ 1,698,800 株
株主数 2,261 名

商 号 イー・ガーディアン株式会社
E–Guardian Inc．

代 表 者 名 代表取締役社長　高谷 康久
設 立 1998（平成10）年5月
資 本 金 34,005 万円
従 業 員 数 連結652名（うち契約社員数507名）
本 社 〒106-0045

東京都港区麻布十番 1-2-3 プラスアストルビル 4F
TEL：03-5575-2561　FAX：03-5575-0621

センター所在地 ■ 東京センター
〒106-0045
東京都港区麻布十番 1-2-3 プラスアストルビル 6F
TEL：03-5575-2562　FAX：03-6675-3030

■ 立川センター
〒190-0012
東京都立川市曙町 2-10-1 ふどうやビル 10F
TEL：042-847-3300　FAX：042-847-3301

■ 大阪センター
〒 530-0001
大阪府大阪市北区梅田1-1-3 大阪駅前第3ビル 20F
TEL：06-6346-6080　FAX：06-6346-6180

■ 宮崎センター
〒 880-0805
宮崎県宮崎市橘通東 4-1-2 宮崎野村證券ビル 7F
TEL：0985-42-7900　FAX：0985-42-7901

■ 熊本センター
〒 860-0863 
熊本県熊本市中央区坪井2-2-35 熊電プラザビル1F
TEL：096-341-2525　FAX：096-341-2526

関 連 会 社 ■ イーオペ株式会社
■ リンクスタイル株式会社
■ トラネル株式会社
■ HASHコンサルティング株式会社 

事 業 内 容 ■ ブログ・SNS・掲示板企画コンサルティング
■ リアルタイム投稿監視業務
■ ユーザーサポート業務
■ オンラインゲームカスタマーサポート業務
■ コンプライアンス対策・風評・トレンド調査業務
■ コミュニティサイト企画・サイト運営代行業務・
　 広告審査代行サービス業務
■ 人材派遣業務
■ デバッグ業務
■ サイバーセキュリティ関連業務

会社概要 株式情報

所有者別株式数の分布状況

株式の状況

2.66%

株主名 持株数（株）持株比率（％）

高谷 康久 185,300 10.91

蔭山 恭一 84,000 4.94

日本マルチメディアサービス株式会社 60,500 3.56

日本証券金融株式会社 60,300 3.55

株式会社ＳＢＩ証券 57,800 3.40

男全 順二 54,000 3.18

イー・ガーディアン株式会社 45,247 2.66

永徳 克己 30,000 1.77

萩原 恒治 23,500 1.38

松井証券株式会社 22,100 1.30

大株主（上位10	名）

自己名義株式

（2015年9月30日現在） （2015年9月30日現在）

5.76%
その他国内法人

6.35%
証券会社

78.14%
個人・その他

3.09%
外国人

4.00%
金融機関

トピックス

我が国のインターネット関連市場におきましては、スマートフォン
やタブレット端末の普及を背景に、引き続き市場成長が継続してお
ります。ＳＮＳ利用者数、ソーシャルゲーム市場、インターネット広
告市場においても右肩上がりの状況が続いており、今後も引き続
き市場は拡大していくものと思われます。

そのような状況において、当社は、多様化する顧客ニーズの増加
に対応すべく、平成27年9月に熊本センター（熊本県熊本市）を新
設いたしました。

同センターはデバッグ事業の強化のため、トラネル株式会社との
協業センターとして機能させる予定であります。これにより、情報一
元化によるシームレスな対応（カスタマーサポート←→デバッグ）や、
繁閑に合わせて人材を融通し合うメリット（マルチスキル化）を可能
とし、当社グループの競争力強化ならびに事業拡大を図り、さらな
る企業価値向上を目指してまいります。

投稿掲示板やブログ・SNSなどのコミュニティサイトを含む
ソーシャルWEBサービスの活性化が進む一方で、相次ぐ大企業
の個人情報漏洩事件、WEBアプリケーションの脆弱性を狙った
パスワード攻撃やウェブサイト改ざんなど、インターネットに関す
るセキュリティ侵害は年々深刻化しており、WEBアプリケーショ
ンの技術面におけるセキュリティへの関心はますます増加してお
ります。

そのような状況において、当社は、日本企業における情報セ
キュリティの意識向上を目的とした、新経済連盟による『情報セ
キュリティタスクフォース』にメンバー参加いたしました。

日本の国際競争力向上のために、インターネットがイノベーショ
ンを生み出す社会基盤として拡大定着する中、日本企業の情報
セキュリティのあり方について、政府への政策提言などを通じて、
環境の整備ならびに枠組み作りに貢献してまいります。

熊本センターの新設

一般社団法人新経済連盟の
『情報セキュリティタスクフォース』へメンバー参加

1．企業ボードメンバーによるセキュリティ対策に対する意識を向上し、
当該対策に必要な経営資源を振り向けるようにする。

2．IT分野全般及びセキュリティに関する幅広い知見・技術と倫理観を
持ったセキュリティ人材の養成と地位向上。

3．企業や業種を超えたセキュリティ担当者間の情報共有の充実強化。

4．社員へのセキュリティ教育を徹底するほか、一般社会のセキュリティ
意識の向上と企業全体のセキュリティレベルの向上を図る。

目的・KPI

連携

ソーシャルゲーム市場の拡大 顧客ニーズの多様化
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〒 106-0045
東京都港区麻布十番 1-2-3 プラスアストルビル 4F
TEL:03-5575-2561　FAX:03-5575-0621

イー・ガーディアン株式会社
http://www.e-guardian.co.jp/

株主メモホームページのご紹介
事業年度 毎年10月1日から翌年9月30日まで

定時株主総会 毎年12月に開催

株主名簿管理人
〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱所
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-782-031（フリーダイヤル）

公告方法
電子公告とする。
やむを得ない事由により電子公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行う。

ホームページでもさまざまな情報をご覧いただけます。

電子公告掲載 URL
http://www.pronexus.co.jp/koukoku/6050/6050.html

トップページ

http://www.e-guardian.co.jp/

株主・投資家情報

http://www.e-guardian.co.jp/ir/index.html

コラム Column 「マイナンバー」とセキュリティ

　国民1人につき1つの番号を与え、情報管理を一元化し国民の利便性を高めるのがマイナ
ンバーの目的。国民にとっては行政手続きが簡素化されるなどメリットもあるが、マイナン
バーが外部に漏洩しないように自分で管理する必要がある。例えば、アンケートを装いマイ
ナンバーを入力させようとするWEBサイトや、不審な電話には十分気を付けなければいけ
ない。必要があれば政府の相談窓口に問い合わせると良い。
　社会の情報化が進み便利になる程、セキュリティに対するニーズも高まる一方である。当
社も長年培ってきたノウハウや技術を使い、より一層人々の安心・安全に貢献していきたい。
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